
様式３

令和　　　年　　月　　日

半　田　市　長　様

所　 在　 地

商号又は名称

代表者職氏名

番号 確　　認

（１） はい・いいえ

（２） はい・いいえ

（３） はい・いいえ

（４） はい・いいえ

（５） はい・いいえ

（６） はい・いいえ

（７） はい・いいえ

契約締結までの間に、令和８・９年度半田市入札参加資格（コンサル
等）を有すること。

過去１０年間（平和２８年４月１日以降）に、地域交流拠点（道の駅
等）に関するPPP／PFI、官民連携、民間活力導入可能性調査等の
受注実績を有する者であること。

参加資格確認事項申告書

　地域交流拠点整備及び運営に係る民間活力導入可能性調査業務の参加資格について、次のとおり申
告します。

項　　　　　目

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に
該当しない者であること。

本プロポーザル実施の参加表明書の提出から委託契約締結日まで
のいずれの日においても、半田市指名審査等事務取扱要綱の規定
に基づく指名停止措置期間のないこと。

※(２)、（７）の根拠資料として契約書の写しを添付すること

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生
手続開始申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１
条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（ただ
し、更正計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定し
た者を除く。）ではないこと。

半田市暴力団排除条例（平成２３年条例第１９号）第２条第１号及び
第２号に該当しないこと。

国税（消費税及び地方消費税を含む）、都道府県税及び市町村税の
滞納がないこと。


